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図―１　最近10カ年の被害報告経緯�

図―２　月別被害報告額の比較�
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１ はじめに

平成１２年は，北海道有珠山火山噴火災害，東京

都三宅島火山噴火災害，新島・神津島近海を震源

とする地震災害，秋雨前線と台風１４号に伴う愛知

県を中心とした豪雨災害（東海豪雨），鳥取県西

部地震による災害など，風水害だけでなく火山噴

火災害や地震災害が全国各地で頻発した。

平成１２年発生災害にかかわる国土交通省所管公

共土木施設（港湾および港湾に係る海岸を除く）

の被害は，全国で１７，３８７箇所，約３，１２２億円と報

告されており，過去１０年間平均と比較すると発生

箇所数で約４割，被害金額は約５割となってい

る。（図―１）。また，被害発生月で見ると６月か

ら９月の４カ月で約６９％の被害額が報告されてい

る（図－２）。
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２ 平成１２年災害の概要

� 有珠山火山噴火災害

北海道の有珠山は，３月２７日午前から火山性地

震が多発し，３１日１３時１０分頃に，２３年ぶりに噴火

した。有珠山の西山山麓から噴出した噴煙は最高

で３，５００mに達し，洞爺湖畔を中心に広い範囲で

灰を降らせ，１市２町（伊達市，虻田町，壮瞥

町）で１５，８１５人に避難指示が発令された。

噴火活動に伴う地震活動により，各地で道路の

隆起・陥没の発生や河川の護岸の崩壊，また，降

灰による泥流が発生し，河川の埋塞や橋梁の流出

などの被害が発生した。特に洞爺湖温泉街付近で

は大量の火山灰や噴石が降り，建物や道路などに

激甚な被害が発生した（写真―１，２）。

現在火山活動は収束に向かっているが，虻田町

の火口付近などの一部では避難指示が継続してい

る（平成１３年１月１９日現在）。

建設省の主な対応としては，３月３１日１３時１５分，

本省に有珠山火山噴火災害対策本部を設置すると

ともに，東北地方建設局は有珠山火山災害支援体

制を確立。

避難指示区域内における緊急施工を安全な地域

から遠隔操作によって実施することが可能である

無人化施工機械を九州（雲仙等）から現地へ搬送

（バックホウ４台，ブルドーザ２台，クローラダ

ンプ２台，移動操作室２台，移動式カメラ車１台

の計１１台）し，熱泥水や二次泥流等による土砂災

害対策を行った。

� 三宅島火山噴火および新島・神津島近海を

震源とする地震災害

６月２６日気象庁が緊急火山情報第１号を発表

し，７月８日１８時４３分，三宅島雄山が噴火した。

その後も火山活動は継続し，降灰や泥流の発生に

よる多数の被害が島全体で発生した。９月２日に

三宅島では，防災関係者を除いた島民に避難指示

が発令され，その後の火山ガスの発生もあり，全

島避難が継続している（平成１３年１月１９日現在）。

火山活動に伴い神津島・新島の近海では地震活

写真―１ 北海道虻田町 町道泉公園線隆起と陥没の状況 写真―３ 東京都三宅島（三七沢）泥流による被害状況

写真―２ 国道２３０号 洞爺湖温泉街の降灰除去作業 写真―４ 東京都新島 都道（しゅんけん坂）の落石
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写真―６ 鳥取県主要地方道日野溝口線 落石状況

３

動が活発化し，震度６弱の地震が新島で２回，神

津島で１回，三宅島で１回発生し，多数のがけ崩

れや落石等が発生し，家屋の被害や都道など主要

道路等が各地で寸断され，部落の孤立など多数の

被害が発生した（写真―３，４）。

建設省の主な対応としては，７月１９日，９月１４

日に建設大臣が三宅島村，神津島村，新島村を視

察。三宅島噴火および新島・神津島地震災害対策

本部を設置（８月２９日）。

� 秋雨前線と台風１４号に伴う豪雨災害（東海

豪雨）

９月８日から，台風１４号の影響により，本州上

に停滞していた秋雨前線に向かって暖かく湿った

空気が長時間にわたり流れ込み，東海地方を中心

に全国で３４都府県において災害が発生する広範囲

な豪雨となった。

特に記録的な豪雨に見舞われた東海地方では，

死者１０名，負傷者９７名，床上浸水２７，１８０戸，床下

浸水４４，１１１戸の一般被害が出たほか，鉄道・新幹

線・飛行機など交通機関も長時間マヒ状態となる

都市型災害となった。名古屋市では，観測史上最

高の日雨量４２８mmを記録し，西区新川の堤防が

１００mにわたって決壊するなど甚大な被害が発生

し，愛知県等で５７９，４５１人に避難指示が発令され

る事態となった（写真－５）。

また，岐阜県，長野県等においても，河川の氾

濫や道路が寸断され部落が孤立するなど多大な被

害が発生した。

建設省の主な対応としては，９月１３日建設大臣

が岐阜県を視察，建設省が所有する排水ポンプ車

を全国から集結し，緊急的な排水対策等を実施。

排水ポンプ車（２０台），照明車（４台）で対応（９

月１４日６：５０おおむね終了）。

� 鳥取県西部地震災害

１０月６日１３時３０分頃，鳥取県西部地方を中心に

地震が発生し，同地方では震度６強，島根県，岡

山県等で震度５強となるなど，広範囲にわたって

強い揺れに襲われた。震度６強は，平成７年の兵

庫県南部地震後に震度階を１０段階に改訂後，初め

て観測された。地震により，がけ崩れや地盤の液

状化などが発生し，道路の通行止め，橋梁の被災，

鉄道の不通，空港の運休や多数の住宅被害など住

民の生活に大きな被害を与えた（写真―６）。鳥取

県では，負傷者１０６名，住家全壊３８２棟，住家半壊

２，３８４棟，住家一部破損１２，３２６棟の被害が発生し

た。

建設省の主な対応としては，ヘリコプター「は

るかぜ（九州地方建設局），きんき（近畿地方建

設局），あおぞら（関東地方建設局）」を派遣し情

報収集を行った（１０月６日）。

公共土木施設の被害概要

国土交通省所管公共土木施設（港湾および港湾

に係る海岸を除く）の被害は，工種別被害額に分

類すると，河川が約５５％と大部分を占め，続いて

道路約３３％，海岸約４％，砂防約３％の順となっ

ている（表―１，図―３）。また異常気象別被害

写真―５ 名古屋市西区あし原町 新川の破堤箇所
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４

額に分類すると，豪雨が約４７％，台風が１１％，梅

雨前線豪雨が約１０％で，これら風水害による被害

が全体の約６８％を占めている（表―２，図―４）。

さらに直轄災を除く被害額で見れば，表―３に示

す都道県で多く発生しており，広域的に分散して

いることが伺える。

おわりに

これらの災害による被災個所については，社会

生活や経済活動に及ぼす影響を最小限に留めるた

めに必要個所の応急復旧工事を実施するととも

に，災害査定を平成１３年１月３０日に完了し，早期

復旧に向けて鋭意事業の推進を図っているところ

である。

また，災害復旧事業の集中的・機動的な実施が

図られるように，制度の改善・構築に取り組んで

いる次第である。

表―１ 平成１２年災害 国土交通省所管公共土木施設の工種別被害報告

工 種
直 轄 補 助 計

箇所数 金 額 箇所数 金 額 箇所数 金 額

河 川 ２３７ ５５０ ８，６３９ １，１６７ ８，８７６ １，７１７
ダ ム ２８ １９ ２８ １９
海 岸 ５ ３０ ５６ ８０ ６１ １１０
砂 防 ５ ５ ５７３ ７８ ５７８ ８３
地 す べ り １ ２ ８ ２ ９ ４
急 傾 斜 地 １０ ３ １０ ３
道 路 １４ １３ ７，４９３ １，０２０ ７，５０７ １，０３３
橋 梁 １３２ ３５ １３２ ３５
下 水 道 １２８ １０５ １２８ １０５
公 園 ５８ １２．０ ５８ １２

計 ２９０ ６１９ １７，０９７ ２，５０２ １７，３８７ ３，１２１

（注） 金額単位：億円。平成１２年１２月２８日現在。 ※港湾および港湾に係る海岸を除く。

表―３ 平成１１年都道府県
別被害報告

都道府県名 箇所数 金 額

１ 北 海 道 ８９０ ２４，７５３
２ 岐 阜 県 １，０３５ ２３，３８７
３ 愛 知 県 １，３１１ ２３，３１７
４ 長 野 県 １，１０９ ２０，６１２
５ 新 潟 県 ３１９ １５，３１１
６ 東 京 都 ９２ １３，６６８
７ 鳥 取 県 ７２５ １２，７５１
８ 鹿児島県 １，３３８ １０，０６７
９ 高 知 県 １，２７７ ９，１８０
１０ 静 岡 県 ３５３ ８，６６２

（注） 金額単位：百万円。平成１２
年１２月２８日現在。
直轄災害は含まない。港湾

および港湾に係る海岸を除
く。

表―２ 平成１２年災害 国土交通省所管公共土木施設の異常気象別被害報告

異常気象
直 轄 補 助 計

主な被災地
箇所数 金 額 箇所数 金 額 箇所数 金 額

冬期風浪および風浪 ７ ３２ ４４ ４８ ５１ ８０ 新潟県・石川県
豪 雨 ９７ １２８ １０，４８６ １，３４０ １０，５８３ １，４６８ 北海道・群馬県・長野県・岐阜県・静岡県・愛知県・高知県
地 す べ り １ ２ ４９ ８０ ５０ ８２ 秋田県・群馬県・新潟県
融 雪 ４９ １１５ １，０７４ １３０ １，１２３ ２４５ 北海道・秋田県・福島県
地 震 ５０ １５３ ８６０ ２７９ ９１０ ４３２ 東京都・鳥取県・島根県・岡山県
梅 雨 前 線 豪 雨 １６ ２５ ２，４８１ ２８６ ２，４９７ ３１１ 新潟県・岐阜県・静岡県・熊本県・大分県・宮崎県・鹿児島県
台 風 ６６ １５１ １，９６３ ２０７ ２，０２９ ３５８ 岩手県・宮城県・福島県・千葉県・高知県・鹿児島県
そ の 他 ４ １３ １４０ １３２ １４４ １４５ 北海道

計 ２９０ ６１９ １７，０９７ ２，５０２ １７，３８７ ３，１２１

（注） 金額単位：億円。平成１２年１２月２８日現在。 ※港湾および港湾に係る海岸を除く。
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騒音低減を評価項目とした�
総合評価落札方式について�

シリーズ「各地方整備局の多様な発注実験計画」�

国土交通省関東地方整備局河川部河川工事課長補佐�

瀬戸　俊彦�
せ�と� とし�ひこ�

１

２

はじめに

工事の発注において，現行の会計法では価格の

みの競争が原則となっているが，公共工事の質的

向上を目的として，性能・機能・技術等を広く求

め，建設業者から設計施工に関する提案を募集し

落札者の決定に当たっては，工事価格のみではな

く価格以外の要素（評価項目）としての性能等を

総合的に評価して発注者にとって最も有利な者を

落札者として決定する「総合評価落札方式」とい

う契約方式がある。

この方式は最低価格の入札者が必ずしも落札者

とはならず，比較的高度なまたは特殊な技術で民

間企業において技術開発の進歩や発達が著しい分

野において，工事や施工方法に固有の技術を必要

としたり価格以外の要素を特別に重視する必要の

ある工事に対応した入札方式であり，多様な入札

・契約方式の一つとして導入されたものである。

これまでは，総合評価落札方式の実施に当たっ

ては予算担当大臣との個別協議が必要とされた

が，平成１２年３月２７日に総合評価落札方式を適用

できる工事の範囲や落札方式・評価方式等を定め

た包括協議が成立している。

総合評価落札方式における評価項目の代表例と

しては以下のものがある。

○補償費等の支出額等に関する項目

○維持更新費を含めたライフサイクルコストに関

する項目

○工事目的物の初期性能の持続性・強度・安定性

などの性能・機能に関する項目

○環境の維持に関する項目

○交通の確保に関する項目

○省資源・リサイクル対策に関する項目 等

今回，国土交通省関東地方整備局における「総

合評価落札方式」を採用した３件目の工事として

「平井七丁目高規格堤防（H１２）工事」の概要を

報告する。

工事の概要

「平井七丁目高規格堤防（H１２）工事」は荒川

下流部で実施されている一連の高規格堤防（スー

パー堤防）事業の一つで，荒川右岸６．７km付近

に位置し，工事の内容は以下のとおりである。

河川土工 １式

盛土工 ８４，０００m３

地盤改良工 １式

サンドドレーン工 約１，４００本

深層混合処理工 約１，７００本

建設マネジメント技術 2001年 3月号 ４１



３

端部処理工 １式

擁壁 約９０m

鋼管矢板 約８０本

仮設工 １式

工期 平成１５年３月３１日まで

工事個所は住宅近接地区であり，高層マンショ

ンが隣接している。工事による住環境への影響を

最小限度に押さえる配慮から，今回の工事におい

ては地盤改良として実施する深層混合処理工のう

ち，隣接マンションとの敷地境界での工事を対象

に当該工事で発生する騒音を押さえるべく価格以

外の要素として「環境の維持」をキーワードに騒

音低減の技術を広く求めたものである。

総合評価の方法・落札方式と応
募条件

今回の工事では隣接マンションとの敷地境界に

おける深層混合処理工で発生する騒音に対して，

１dB単位での騒音低減を技術提案していただ

き，当該マンションの各階壁面での騒音が７５dB

以下のものに基礎点（９７点）を与え，さらにこれ

より騒音低減の大きな技術提案者（VE提案）に

低減予定値１dB当たり０．３点の加算点（最大１０dB

を想定）を与えることとした。

この基礎点と加算点の合計を入札価格で除した

数値＝評価値の最も高いもので次の条件を満たし

たものを落札者とする。

○入札価格が予定価格内であること。

○隣接マンションとの敷地境界での工事施工期間

おおむね２カ月において各階壁面での騒音が７５

dB以下であること。

○評価値は基準評価値（基礎点＋加算点の満点を

予定価格で除した数値）を下回らないこと。

評価値の最も高いものが２者以上あるときは当

該者にくじを引かせて落札者を決定する。

一方，受注者の責により提案した騒音低減予定

値を対象工区の施工期間中に守れなかった場合に

ついては，その施工期間中の騒音の最大値（騒音

の低減予定値を上回った分の最大値）をもって１

dBにつき３１７万円のペナルティとする。

例えば低減予定値７０dBで提案した時，施工期

間中の最大値が７４dBとすれば，

３１７×（７４－７０）＝１，２６８万円

が減額変更される。

今回工事における業者の技術的な応募条件は以

下のとおり設定している。

� 会社としての実績

� 河川堤防の築堤工事で盛土量が１０，０００m３以

上

� 深層混合処理工法による地盤改良工事で施工

深度が２５m以上

� バーチカルドレーン工法による地盤改良工事

で施工深度が２５m以上

�～�は同一工事でなくても良い。

� 技術者としての実績

� 河川堤防の築堤工事である

� 深層混合処理工法による地盤改良工事で施工

深度が２０m以上

� バーチカルドレーン工法による地盤改良工事

位置図

工事個所

この地図の作成に当たっては，国土地理院発行の２．５万分の１地形
図を使用しました。

（承認番号 平９関複，第２４４号）
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施工方法（標準案）

工事個所平面図

A―A断面
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で施工深度が２０m以上

�～�は同一工事でなくても良い。

技術提案の状況と入札結果

騒音低減の技術提案は提出された施工計画書に

より判断するが提案方法は下記の３種類がある。

� VE提案のみの提出（VE提案での施工計画

において適切な技術的所見と経済的所見が必

要）

� 図に示された施工方法（標準案）による提案

のみの提出（標準案での施工計画において適切

な技術的所見が必要）

� VE提案が適切と認められない場合に標準案

での施工意志がある場合はVE提案と標準案を

併せての提出

今回工事ではVE提案（７４dBを設定＝１dB低

減）のみの業者が１社，標準案のみの業者が１

社，VE提案・標準案併用の業者が１社の計３社

の応募があった。

技術審査の結果，施工計画において適切と判断

された２社での入札となり結果は上図のとおりで

ある。

基準評価値＝８．２２６

VE提案のみのA社の評価値＝８．１７６

→評価値＜基準評価値……×

標準案のみのB社の評価値＝８．２９１

→評価値＞基準評価値……○

となり，この結果，B社が落札した。

おわりに

今回の総合評価落札方式を採用した「平井七丁

目高規格堤防（H１２）工事」における入札結果

は，

� 応募業者数が３社

� 入札参加社が２社（VE提案は１社）

� 価格競争で決着

となった。

応募業者数が少ないことについては，発注時期，

応募条件，公告から提案資料提出締め切りまでの

時間，騒音低減に対する関心度，ペナルティの設

定や企業としてのリスクの考え方等々多岐にわた

る要因が考えられる。

騒音低減の技術提案が少ないことについては，

騒音低減技術の熟成度，低減量とコストとのバラ

ンスなどの要因が考えられる。

今後において「総合評価落札方式」が定着して

いくには，十分な競争性が保持できる業者数が確

保され，その中で技術力での競争となる土俵づく

りをどのように構築していくかさらに技術提案を

促すためにはどうあるべきかが課題となる。実施

事例を増やす中で問題点を整理して，より使いや

すい制度にしていくことが望まれる。
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